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ISO 14001制定の背景

 第1回地球サミット（環境と開発に関する国連会議（UNCED））
開催 （ブラジル リオ・デ・ジャネイロ1992年6月3日～14日）
『環境と開発に関するリオ宣言』 、『アジェンダ21』の採択
『気候変動枠組条約』、『生物多様性保全条約』の署名
持続的開発のために、環境への配慮が必要不可欠との認識共有

実行手段
①国際条約等に基づく、各国の環境規
制等の強制的手段

②組織（会社等）の自主的活動によ
る、組織に最適な環境活動の実施

組織に最適な環境活動を生み出すための環境マネジメントシステムに
対する関心の高まり

⇒環境マネジメントシステム規格(ISO 14001)制定(1996年9月）
（その後、２度の改訂実施。“ISO 14001:2015”が最新版）

 環境汚染に伴う局所的健康被害等の発生(公害）⇒地球環境問題
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Plan ： 組織の環境方針に沿った
結果を出すために必要な環境
目標及びプロセスを設定する

Do ： 計画通りにプロセスを実施する

Check ： コミットメントを含む環境方
針，環境目標及び運用基準
に照らし，プロセスを監視し，
測定し，その結果を報告する

Act ： 継続的に改善するための処
置を とる

ISO14001の目的
社会経済的ニーズとバランスをとりな
がら，環境を保護し，変化する環境状
態に対応するための枠組みを組織に
提供すること

PDCAサイクルと ISO 14001の目的

・環境パフォーマンスを向上させること
・環境に関わる順守義務を満たすこと
・組織が決めた環境目標を達成すること
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環境マネジメントシステムの定義（箇条３.1.1, 3.1.2）

• マネジメントシステム（management system）：方針，目的（目標）及び
その目的（目標）を達成するためのプロセスを確立するための，相互に関連する
又は相互に作用する，組織の一連の要素。

• 環境マネジメントシステム（environmental management system）：マネ
ジメントシステムの一部で，環境側面をマネジメントし，順守義務を満たし，リスク
及び機会に取り組むために用いられるもの。

環境マネジメントシステム、環境目標及び環境側面

環境目標に関する規格の要求事項（箇条6.2.1）

• 組織は，組織の著しい環境側面＊及び関連する順守義務を考慮に入れ，かつ，
リスク及び機会を考慮し，関連する機能及び階層において，環境目標を確立しな
ければならない。

• 環境目標は，次の事項を満たさなければならない。

a) 環境方針と整合している。

b) （実行可能な場合）測定可能である。 （以下省略）

＊著しい環境側面：著しい環境影響を与える環境側面
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環境方針

環境目標

環境側面 環境影響

著しい
環境側面

目標達成計画

著しさの基準

計画の実施

選択

適切

整合

考慮に入れる

環境マネジメントシステムにおける環境側面の位置づけ

方針・目標
の達成

参考：環境パフォーマンスの定義（箇条3.4.11）

• 環境側面のマネジメントに関連する測定可能な結果

• 環境パフォーマンス指標（ISO 14031）

① マネジメント・パフォーマンス指標
例 ；訓練への参加度，汚染予防の提案数

② オペレーショナル・パフォーマンス指標
例 ；廃棄物の量，エネルギーの使用量

環境目標：環境パフォーマンスの向上目標
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環境側面とは

環境影響、環境側面の定義（箇条３.2.2, 3.2.4）

• 環境影響（environmental impact）：有害か有益かを問わず，全体的に
又は部分的に組織の環境側面から生じる，環境に対する変化。

• 環境側面（environmental aspect）：環境と相互に作用する，又は相互に
作用する可能性のある，組織の活動又は製品又はサービスの要素。

 環境側面（原因）→ 環境影響（結果）

 環境影響には、有益な環境影響と有害な環境影響がある

 活動、製品、サービスの要素とは（次ページ）

環境側面の決定に関する規格の要求事項（箇条6.1.2）

• 組織は，環境マネジメントシステムの定められた適用範囲の中で，ライフサイクルの
視点を考慮し，組織の活動，製品及びサービスについて，組織が管理できる環
境側面及び組織が影響を及ぼすことができる環境側面，並びにそれらに伴う環境
影響を決定しなければならない。 （以下省略）

 環境側面には、「管理できるもの」と「影響を及ぼすことができるもの」がある。

 管理できる環境側面を「直接的環境側面」という場合がある。

 影響を及ぼすことのできる環境側面を「間接的環境側面」という場合がある。
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組織の活動

電気
水
紙
：

廃棄物 排水 騒音 ・・・

製品・サービス

インプット

意図しない

アウトプット

管
理
で
き
る
環
境
側
面

典型例

紙：有形のインプット

ゴミ：有形のアウトプット

電気：無形のインプット

騒音：無形のアウトプット

影響を及ぼすことのできる環境側面（附属書 A.6.1.2 ）

組織は，組織が直接的に管理できる環境側面のほかに，影響を及ぼすことができる
環境側面があるか否かを決定する。

これは，他者から提供され，組織が使用する製品及びサービス，並びに組織が他者
に提供する製品及びサービスに関連し得る。

⇒“製品又はサービスの要素”

管理できる環境側面とは

（活動の要素）
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影響を及ぼすことができる環境側面とは①

他者から提供され，組織が使用する製品及びサービス

例：再生紙の購入により製紙会社の使用するバージンパルプの量を削減

• 再生プラスチッックを使用した製品を購入することによりプラスチックメーカの使用す
る石油の量を削減

• 地産地消の野菜を購入することにより、輸送時の燃料使用量を削減

（参考）グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）

国及び独立行政法人等の、環境物品選択の努力義務等を定めた法律

環境物品：環境負荷の低減に資する原材料・部品・製品・役務

具体的基準は“環境物品等の調達の推進に関する基本方針”の別記に記載
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組織が他者に提供する
製品及びサービス

例：省エネ家電の提供により、使用時の顧客の電気使用量を削減（家電メーカ）
• 小型・軽量の製品の提供により、輸送時の輸送事業者のガソリン使用量を削減

（製品メーカ）
• 廃棄時のリサイクルが容易な製品の提供により、廃棄物処理時の最終処分量の削

減（製品メーカ）
• 利便性の高いTV会議システムの提供により使用者の移動のためのエネルギー削減

（ITシステムメーカ)

 提供する製品・サービスにより多種多様（組織ごとに異なる）

 影響を及ぼすタイミングが多段階（輸送、使用、使用後）⇒ ライフサイクルの視点

 有益な環境影響に繋がる。

影響を及ぼすことができる環境側面とは②
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東京都市大学にとっての“製品・サービス”とは

意図しない

アウトプット

意図した

アウトプット

組織の活動
教育
研究

学生(卒業生)

研究成果

≪目標へ展開されている影響を及ぼすことができる環境側面≫
・環境意識の啓発活動推進 ・ゴミ減量化・再資源化の支援研究
・環境教育・研究支援 ・分別収集や有価物回収の支援研究
・省エネルギー教育・研究の推進 ・省資源教育・研究の発展
・脱炭素社会の構築に向けた大学間連携の促進

影響を及ぼすことができる環境側面

有益な環境影響の拡大

環境目標の達成を判定するための、環境パフォーマンス指標及び基準を設定。

マネジメント/オペレーショナル・パフォーマンス

指標のどちらでも良い

目標は環境方針と整合。目標は戦略的，戦術的又は運用的レベル。

環境パフォーマンスの向上

イ
ン
プ
ッ
ト

出典：東京都市大学 ISO事務局
環境管理マニュアル別表16より抜粋

https://www.comm.tcu.ac.jp/isooffice/manual/pdf/2022/%E5%88%A5%E8%A1%A82022.pdf#page=35
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基本理念

東京都市大学横浜キャンパス(環境情報学部・環境学部・メディア情報学部・大学院環境情報
学研究科)は、地球環境保全が人類全体の最重要課題の一つであることを認識するとともに、教
育機関として初めてISO14001の認証を取得し、以来現在まで継続して登録してきたことに誇りを
持ち、キャンパス内のすべての活動が環境と調和するよう配慮し、広く地球的視野に立って、横浜
キャンパス内のすべての教職員・学生及び常駐する関連会社の職員（以下「教職員・学生等」とい
う）が一致協力して、環境の保全と改善に努め、21世紀の社会の持続可能な発展に貢献する。

基本方針
1. 持続可能な社会の実現に貢献する学生を育成するため、環境マネジメントシステム

を主要な教育テーマとして活用し、地球環境・地域環境保全のための教育と活動を

能動的に展開し、社会への貢献を図る。このため、自ら研究と教育を進めることはもとよ

り、地域・行政のプログラムに積極的に参画し、教職員・学生が自主的に参加するこ

とを支援するとともに、研究・教育の成果を公表して、持続可能な社会への貢献を図

る。

2. 環境方針を達成するため環境目標を設定し、横浜キャンパス内のすべての教職員・

学生および常駐する関連会社の職員が一致して、環境目標の達成を図る。

(以下、3．以降省略）

（出典：東京都市大学横浜キャンパスホームページ http://www.comm.tcu.ac.jp/isooffice/policy/index.html）

東京都市大学横浜キャンパス環境方針(抜粋）

戦略 戦術

http://www.comm.tcu.ac.jp/isooffice/policy/index.html
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他大学の事例

登録組織名称 初回登録日

国立大学法人 三重大学 2007-11-19

国立大学法人 京都工芸繊維大学 2013-05-10

国立大学法人 千葉大学 2005-01-27

国立大学法人 島根大学 医学部・医学部附属病院 2006-03-10

国立大学法人 東海国立大学機構 岐阜大学 2003-03-20

国立大学法人 秋田大学 2007-03-22

国際連合大学 国連大学本部、および国連大学サステイナビリティ高等研究所 2004-01-26

東京都市大学 横浜キャンパス 1998-10-28

JAB＊登録 ISO 14001 認証組織(大学） ＊JAB：(公財）日本適合性認定協会

（出典：JABホームページ”適合組織検索“の検索結果に基づき作成）

（参考）環境配慮促進法
（環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律）

特定事業者（国立研究開発法人、独立行政法人、国立大学法人等）が、毎事業年度、
環境報告書（環境配慮等の状況を記載した文書）を作成・公表する義務を定めた法律。
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出典：以降のページは三重大学ホームページ 環境・SDGｓ報告書2022より抜粋

https://emr.gecer.mie-u.ac.jp/2022/

三重大学 環境・SDGｓ報告書２０２２

https://emr.gecer.mie-u.ac.jp/2022/
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本シンポジウムは、昭和47年7月24日の「四日市公害
訴訟判決」から50周年の節目となることから、四日市公
害の「過去の負の遺産」を「未来の正の資産」にかえるため
に、産官学民のパートナーシップによって、未来への夢と希
望につなげる持続可能な社会・カーボンニュートラル社会
に向けた提案・行動を促すことを目的として開催されました。

2030年の持続可能な社会、2050年のカーボンニュート
ラル社会形成に向けて、国連持続可能な開発目標
(SDGs)・国連気候変動枠組条約締約国会議(COP)
の動向及び世界保健機関(WHO)の気候危機による健
康被害の提言を踏まえ、また、日韓の国際環境協力と次
世代人材育成を見据え、『日韓環境・SDGsフォーラムin
三重～持続可能な社会・カーボンニュートラル社会に向け
た国際環境協力と次世代人材育成』を開催しました。
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三重大学学生環境・SDGsプラットフォームとしての
最初の活動は、令和4年6月25日から26日に毎
年全国の環境活動団体が参加する「環境マネジメ
ント全国学生大会」を三重大学で主催したことです。
本学を含め、全国から9大学12団体の参加があり、
本年が、四日市公害訴訟判決50周年という節目
の年であることも受け、皆で持続可能な社会に向け
て、活動紹介・意見交換を活発に行い、「三重宣
言」を発表しました。
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令和4年4月から始まる三重大学第4期中期目標・中期計画(中期目標の期間は、令和4年4
月1日～令和10年3月31日までの6年間)では、本学独自の教育に関する目標として「脱炭素社
会の実現をはじめとした社会課題を認識し、それらを解決するために地球規模で考え、足元から行
動する(Think Globally, Act Locally)ことによって地域を浮揚させることのできる意識と知識を有
した人材(学生や卒業生を含む社会人)を養成する」を設定しました。

この計画に係る数値目標として、
①三重大学生に対して、「科学的
地域環境人材育成事業」の受講
を勧奨し、受講登録者数 130人/
年を達成する、
② 「科学的地域環境人材育成事
業」の教育要件を満たした社会人
に対して、アナリストの資格を認定し、
環境人材を20人/年地域に輩出
する、
③ スマートキャンパス事業のスキー
ムや同事業の実施で得られた成果
等について、学術雑誌への投稿、
学会発表、または見学ツアーの開
催などをとおしてステークホルダーに
提供する を設定しました。
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本学では、これまでに他大学にはない先進的な取り組みであるスマートキャンパスを導入し省エネ、
創エネに取り組んできました。今後は教育、研究、社会貢献など大学ならではの特色や強みを活
かした形で貢献し、三重県の脱炭素宣言(ミッションゼロ2050みえ)や各自治体とも協働することに
より、大学内に留まらず、地域も巻き込んだ「脱炭素に向けた地域連携のモデルづくり」としても取り
組むこととし、カーボンニュートラルの大学全体としての取り組みについて「三重大学カーボンニュート
ラルに向けた取組計画」を策定し、環境先進大学としての役割を果たしていきます。
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国際環境教育研究センターでは、環境インターン
シップという名称の授業を開講し、全学のおもに1
～2年生を対象として、環境関連の実務現場にお
ける教育的インターンシップを実施してきました。

2030年までの国際目標であるSDGsを達成するため
の推進力として、本学は、教養および専門教育において
ESDに関する多くの科目を開講しています。
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ユニット環境担当者の補助者として、ECOキー
パーを選任し省エネ活動を行っています。ECOキー
パーは、エネルギーマネジメントシステム(EnMS)から
デマンド警報メールを受信したら、不要な照明、空調
の停止などを行うこととしています。

環境負荷の削減活動を進めるために、上浜キャンパス
の事業活動(教育・研究・診療・社会貢献)に使用する
資源・エネルギー量を測定し、発生する環境負荷の種
類・量など各種データの集計・分析を行っています。データ
を正しく把握することで、省エネ・省資源に努めています。
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その他

社会貢献関連：7項目
業務運営関連：14項目
内未達成項目：2項目

• ワンウエイプラスチックの削減に向けて、
物品等購入時のグリーン調達の励行

• ペーパーレス会議の実施
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ご清聴

ありがとうございました


